
東北地方環境事務所における
災害廃棄物に係る取組

令和２年度
環境省 東北地方環境事務所 資源循環課
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○ 地域の災害廃棄物対策を強化すべく、地方環境事務所が中心となって、関係省庁や自治
体、事業者団体等の参画のもと、地域ブロック協議会を全国８箇所に設立。

○ 平時からの備えとして、地域ブロック別の災害廃棄物対策行動計画の策定、地域ブロック
における共同訓練の開催、自治体に対する処理計画の策定支援や訓練への協力を実施。

【地域ブロック協議会の活動内容】

①地域ブロック協議会の運営
②地域ブロック別の災害廃棄物対策行動
計画等の作成

③自治体等向けセミナー・見学の実施
④自治体の災害廃棄物処理計画策定支
援

⑤地域ブロックにおける共同訓練の実施
⑥地域ブロック内における実態の基礎調
査・技術調査

⑦発災した災害に関する災害廃棄物処
理に関する記録集等の作成

【構成】
環境省、主要な関係省庁地方支分部局、
都道府県市町村
廃棄物処理事業者団体、地域の専門家
等

災害廃棄物対策
東北ブロック協議会（H29.6～）

大規模災害発生時廃棄物対策
近畿ブロック協議会（H27.1～）

大規模災害時廃棄物対策
北海道ブロック協議会（H27.11～）

災害廃棄物四国ブロック協議会
（H26.9～）

災害廃棄物対策
中国ブロック協議会（H26.10～）

大規模災害時廃棄物対策
関東ブロック協議会(H.26.11～）

大規模災害時廃棄物対策
中部ブロック協議会（H26.10～）

大規模災害時廃棄物対策
九州ブロック協議会（H27.1～）

北海道

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県

※滋賀県は、近畿ブロック、中部ブロックの両方に参加。

富山県、石川県、福井県、長野県、
岐阜県、愛知県、三重県、静岡県

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、静岡県

徳島県、香川県、愛媛県、高知県

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、
山形県、福島県

鳥取県、島根県、岡山県、
広島県、山口県

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

※静岡県は、関東ブロック、中部ブロックの両方に参加。
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１． 地域ブロック協議会について



大規模災害廃棄物対策ブロック協議会の位置付け

「巨大災害発生時における災害廃棄物対策のグランドデザインについて（中間とりまとめ
平成26年3月）」の中に、巨大災害に備え、地域ブロック単位での協議の場を設置し、必要
な処理体制等について検討することが盛り込まれた。

環境省災害廃棄物対策情報サイト http://kouikishori.env.go.jp を参照して加工
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これまでの取組①（大規模災害廃棄物対策東北ブロック協議会）

年
度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

主
な
災
害

丹波市豪雨災
害（8月17日）

広島市豪雨災
害（8月20日）

長野県神城断
層地震災害（白
馬村）（11月22
日）

平成27年9月関東・
東北豪雨災害（9月
11日）

平成28年熊本地震
（4月14日、16日）

糸魚川大規模大火
（12月22日）

平成29年7月九州北
部豪雨災害（7月5
日）

平成29年台風18号
（津久見市等）（9月
17日）

島根県西部の地震（4月9
日）
大阪府北部地震（6月18
日）
米原市竜巻（6月29日）
平成30年7月豪雨（7月5日
～10日）
台風20号（8月24日）
台風21号（9月4日）
北海道胆振東部地震（9月
6日）

山形沖地震（6月
18日）

令和元年房総半
島台風（9月7～9
日）

令和元年東日本
台風（10月10～13
日）
台風21号（10月25
日）

主
な
取
組

○連絡会設置
○連絡会 ３回

東日本大震災
に係る廃棄物
処理の情報の
共有及び整理

連絡会に求
められる役割
の整理

○連絡会 ３回
○設置要綱改正

○災害廃棄物処理
計画作成支援

○計画作成のため
のワークショップを
開催

○廃棄物処理・リ
サイクル関連施設
の設置状況調査

○災害協定等の締
結状況等に関する
調査

○連絡会 ３回

○災害廃棄物処理
セミナー開催

○市町村の廃棄物
担当者向け災害発
生時対応の手引き
作成
○熊本地震災害廃
棄物処理視察研修
会

○協議会設立
○協議会 ４回

○東北ブロック行動
計画策定

○災害廃棄物処理
セミナー開催
○災害廃棄物処理
計画作成支援

○協議会 ３回
○部会 ３回

○自治体職員の災害廃棄
物対応に係る人材育成

○部会：仮置場の設置運
営の検討
○廃棄物処理施設の視察

○災害廃棄物処理セミ
ナー開催
○災害廃棄物処理計画作
成支援

○協議会 1回

○自治体職員の
災害廃棄物対応
に係る人材育成
○災害廃棄物処
理計画作成支援

4



5

年
度 令和２年度

主
な
災
害

令和２年７月豪雨（７月３日～）

主
な
取
組
予
定

○協議会 ３回

○自治体職員の災害廃棄物対応に係る人材育成
（初任者及びワークショップ各県各１回）
○災害廃棄物処理に係るセミナー開催
（協議会第２回目と併せて実施）
○災害廃棄物対策東北ブロック行動計画の改訂
（令和元年東日本台風対応の課題を見据えて改訂）
○災害廃棄物処理計画作成支援
（８市町、２一部事務組合（１７市町））
○災害報告書のひな形作成

令和２年度の取組予定（大規模災害廃棄物対策東北ブロック協議会）



ブロック 計画名称 策定年月 特 徴

北海道
大規模災害時における
北海道ブロック災害廃棄物
対策行動計画

平成29年3月
➢ 大規模地震を対象に基本的な処理方針、ブロック内のネットワーク構築
等を記載

東北
東北ブロック災害廃棄物
対策行動計画

平成30年3月
➢ 大規模災害時における各行動主体の役割と具体的に取るべき行動手
順、広域連携による迅速な初動体制の構築等を記載予定

➢ 平時における協議会を含む各主体の取組や検討事項を記載予定

関東
大規模災害発生時における
関東ブロック災害廃棄物
対策行動計画

平成29年3月（第一版）
平成30年3月（第二版）

➢ 大規模災害時に関東地方環境事務所と有志の被災地近隣の自治体
が連携し、支援チームを設置、支援を実施

中部
災害廃棄物中部ブロック
広域連携計画

平成28年3月（第一版）
平成29年2月（第二版）

➢ 災害応急対応時は幹事支援県が中心となり、復旧復興時は中部地方
環境事務所が中心となり、支援調整を実施

➢ 支援県候補の全てが被災した場合や、中部地方環境事務所が被災し
機能しない場合についても手順を策定

近畿
近畿ブロック大規模
災害廃棄物対策行動計画

平成29年7月
➢ 関西広域連合とも連携しつつ体制を構築
➢ プッシュ型の応援活動がありうることも念頭
➢ 時系列に沿って、各主体が実施する手順を示す表を添付

中国
四国

大規模災害発生時における
中国ブロック、四国ブロック
災害廃棄物対策行動計画

平成30年3月
➢ 平成27年度から実施した合同訓練の成果を基に、平時・大規模災害時
に各主体が取り組むべき具体的・標準的な手順を記載

➢ 中国ブロックと四国ブロック間での相互連携についても記載

九州
大規模災害発生時における
九州ブロック災害廃棄物
対策行動計画

平成29年6月
➢ 被災県庁内に環境省、D.Waste-Net、県、主要な市からなる広域連携
チームを設置し、広域連携の調整を実施

地域ブロック毎の大規模災害時における災害廃棄物対策行動計画

地域ブロック単位で大規模災害における連携を強化するため、全国８地域ブロックにおいて災
害廃棄物対策行動計画を策定。今後は、必要に応じて行動計画の見直しを実施予定。
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２． 大規模災害時における災害廃棄物対策行動計画の策定


